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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  陳列商品が載置される平面視が長方形の天板と、脚部を兼ねる対峙位置にある一対の小
側板と脚部を兼ねる対峙位置にある一対の大側板の都合４つの側板とから構成されるプラ
スチック製の折り畳みボックス状の台であって、
  該天板と該４つの側板とは、それぞれ係合凹部及び係合凸部で係合され、
  該天板と該大側板の上下方向における係合位置は、該天板と該小側板の上下方向におけ
る係合位置より該天板側にあり、折り畳みは、該天板の裏面に該大側板が該天板に略平行
となるように折り畳まれ、次いで該大側板に重ねて該小側板が該天板及び該大側板に略平
行となるように折り畳まれるものであり、天板の四隅には、凹部が形成され、側板である
脚部の下端の四隅の中、対角線上にある一対は、凹部に嵌る突起が形成され、他の対角線
上にある一対は、突起が嵌る凹部が形成されていることを特徴とする収納箱兼用折り畳み
商品陳列台。
【請求項２】
　前記天板の四辺端やや内側には、２つの縦リブと２つの横リブを繋いでなる囲み状リブ
が形成され、囲み状リブの外側の天板面には、四辺に沿って延びる溝が形成されているこ
とを特徴とする請求項１記載の収納箱兼用折り畳み商品陳列台。
【請求項３】
  該天板の長手方向における両側端には、該両側端から下方に延びる所定高さの小側板取
付部が形成され、該小側板取付部に該小側板が取り付けられていることを特徴とする請求
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項１又は２記載の収納箱兼用折り畳み商品陳列台。
【請求項４】
  該係合凹部と該係合凸部の係合は、軸支係合であることを特徴とする請求項１～３のい
ずれか１項に記載の収納箱兼用折り畳み商品陳列台。
【請求項５】
  該小側板の裏面で且つ両側端近傍に第１係止部を、該大側板の両側端面で且つ第１係止
部に対応する位置に第２係止部をそれぞれ形成し、該第１係止部と該第２係止部が係止し
て該小側板と該大側板がロックされることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記
載の収納箱兼用折り畳み商品陳列台。
【請求項６】
  該第１係止部は、該第１係止部を上方に付勢するバネ部と、バネ部の上方に位置し、面
が内側上方に向く第１当接面と該第１当接面の外側で且つ該第１当接面と連続する鉛直面
から形成される突起部を有し、該第２係止部は、面が外側下方に向く第２当接面と該第２
当接面の内側で且つ該第２当接面と連続する鉛直面から形成される突起部を有し、該第２
係止部の突起部が該第１係止部の突起部に当たり、バネ付勢に抗して該第１係止部を下方
に押し下げ、該第２係止部の突起部を乗り越えた後、バネ付勢により該第１係止部が押し
上げられ、該第１係止部と該第２係止部が係止することを特徴とする請求項５記載の収納
箱兼用折り畳み陳列台。
【請求項７】
   請求項１～５のいずれか１項の収納箱兼用折り畳み陳列台を３個以上を用意し、該大
側板が前後位置となる姿勢において前後２列または前後３列の階段状陳列台であって、前
後２列の階段状陳列台における最上段及び前後３列の階段状陳列台における２列目及び３
列目の最上段は、該収納箱兼用折り畳み陳列台を逆さにして、該天板を底板としたもので
あり、一対の大側板のひとつを内側に折り畳み、折り畳み側を前方開口として使用するも
のであることを特徴とする収納箱兼用折り畳み陳列台の使用方法。
【請求項８】
  最前列の１台の収納箱兼用折り畳み陳列台における前方側の大側板を内側に折り畳んで
使用するものであることを特徴とする請求項７記載の収納箱兼用折り畳み陳列台の使用方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、折り畳み自在であり、スーパーや量販店等で商品の収納箱として、また商品
の陳列台としても使用できる収納箱兼用折り畳み陳列台及びその使用方法に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　スーパーや量販店などにおいては、商品の運搬やストックのために、折り畳みボックス
が好適に使用されている。折り畳みボックスとしては、特開２００８－２１３８６８号公
報、特開２００７－３９１２５号公報、特開２００７－８５８０号公報、特開２００７－
１６４８号公報等多数の技術が開示されている。これらの折り畳みボックスは、天板と４
つの側板からなる合成樹脂製のものであり、折り畳み状にできると共に、組立てて箱形状
にできる。このため、不使用時の運搬が容易であり、且つ商品のストック等に好適に使用
できる。
【０００３】
　一方、スーパーや量販店などにおいては、商品の陳列を演出するために、雛壇形状等種
々の形状の商品陳列棚や商品陳列台が使用されている。また、顧客の目を惹くために、模
様替えは頻繁であり、商品陳列棚や商品陳列台の取り換えも必要となることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００８－２１３８６８号公報
【特許文献２】特開２００７－３９１２５号公報
【特許文献３】特開２００７－８５８０号公報
【特許文献４】特開２００７－１６４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特開２００８－２１３８６８号公報などに記載の折り畳みボックスは、
側板自体に強度がなく、上下逆さにした陳列台としては使用できず、ボックスの用途でし
かなく、折り畳みが可能とはいえ、不使用時は、保管場所に眠っているだけである。また
、従来の商品陳列台は、折り畳み構造のものはあったとしても、ボックス状にはできず、
これも不使用時は、保管場所に眠っているだけである。そこで、折り畳み構造であって、
収納箱としても、商品陳列台としても使用できる収納箱兼用折り畳み陳列台の開発が望ま
れていた。
【０００６】
　従って、本発明の目的は、折り畳み構造であり、収納箱としても、また、前面開口が広
い開口で、後方が囲み状の商品陳列台としても使用できる収納箱兼用折り畳み陳列台を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち、本発明は、陳列商品が載置される平面視が長方形の天板と、脚部を兼ねる対
峙位置にある一対の小側板と脚部を兼ねる対峙位置にある一対の大側板の都合４つの側板
とから構成されるプラスチック製の折り畳みボックス状の台であって、 該天板と該４つ
の側板とは、それぞれ係合凹部及び係合凸部で係合され、 該天板と該大側板の上下方向
における係合位置は、該天板と該小側板の上下方向における係合位置より該天板側にあり
、折り畳みは、該天板の裏面に該大側板が該天板に略平行となるように折り畳まれ、次い
で該大側板に重ねて該小側板が該天板及び該大側板に略平行となるように折り畳まれるも
のであり、天板の四隅には、凹部が形成され、側板である脚部の下端の四隅の中、対角線
上にある一対は、凹部に嵌る突起が形成され、他の対角線上にある一対は、突起が嵌る凹
部が形成されていることを特徴とする収納箱兼用折り畳み商品陳列台を提供するものであ
る。
【０００９】
　また、本発明は、前記収納箱兼用折り畳み陳列台を３個以上を用意し、該大側板が前後
位置となる姿勢において前後２列または前後３列の階段状陳列台であって、前後２列の階
段状陳列台における最上段及び前後３列の階段状陳列台における２列目及び３列目の最上
段は、該収納箱兼用折り畳み陳列台を逆さにして、該天板を底板としたものであり、一対
の大側板のひとつを内側に折り畳み、折り畳み側を前方開口として使用するものであるこ
とを特徴とする収納箱兼用折り畳み陳列台の使用方法を提供するものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、折り畳み構造であり、収納箱としても、また、前面開口が広い開口で
、後方が囲み状の商品陳列台としても使用できる。従来の折り畳み箱は、小側板が先に折
り畳まれ、大側板がその後に折り畳まれる。これは折り畳み後、大側板が外側にある方が
中の側板を押える面積比が大きくなり、折り畳まれた側板が暴れ難く、安定するからであ
る。しかし、このような従来のものをひとつの側板を折り畳んで陳列台として使用しよう
としても開口の間口が小さく、使い勝手が悪くなる。これに対して、本発明は、大側板が
先に折り畳まれ、小側板がその後に折り畳まれるため、折り畳み安定性は悪くなるものの
、陳列台として使用する際、開口の間口を大きく採れ、使い勝手がよくなる。
【図面の簡単な説明】
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【００１１】
【図１】本発明の実施の形態における収納箱兼用折り畳み陳列台の斜視図である。
【図２】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台を上下逆さにした状態の斜視図である。
【図３】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台の折り畳み初期の図である。
【図４】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台の折り畳み途中の図である。
【図５】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台の折り畳んだ後の図である。
【図６】図２の収納箱兼用折り畳み陳列台の一部を省略した分解図である。
【図７】側板と天板の係合部の一部の断面図である。
【図８】小側板と大側板のロック方法を説明する図である。
【図９】小側板と大側板のロック方法を説明する他の図である。
【図１０】（Ａ）が小側板に付設される第１係止部の右側面図、（Ｂ）が正面図、（Ｃ）
が背面図である。
【図１１】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台を２台使った使用例である。
【図１２】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台を３台使った使用例である。
【図１３】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台を３台使った他の使用例である。
【図１４】図１の収納箱兼用折り畳み陳列台を６台使った使用例である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　次に、本考案の実施の形態における収納箱兼用折り畳み陳列台(以下、単に「兼用折り
畳み台」とも言う。)を図１～図１０を参照して説明する。本明細書中、特段の説明がな
い限り、「上」、「下」は、図１の如く、組立てられた陳列台における方向を言う。兼用
折り畳み台１０は、展示商品が載置される天板１と、脚部を兼ねる４つの側板２（２ａ～
２ｄ）から構成されるプラスチック製の折り畳みボックス状の台である。４つの側板２の
中、折り畳みの際、先に折り畳まれる対峙関係にある一対の側板を大側板２ａ、２ｂと言
い、その後、大側板２ａ、２ｂに重ねて折り畳まれる対峙関係にある一対の側板を小側板
２ｃ、２ｄと言う。本例の兼用折り畳み台１０は、外観が直方体形状であるため、２つの
大側板２ａ、２ｂは大きく、他の２つの小側板２ｃ、２ｄはそれより小さいものである。
プラスチックとしては、例えば硬質ポリプロピレン等公知のものが使用できる。
【００１３】
　天板１の幅寸法（長手寸法）は奥行き寸法（短手寸法）の１．３～１．６が好ましく、
１．５が特に好ましい。小側板２ｃ、２ｄの幅寸法は、天板１の奥行き寸法と同じである
。大側板２ａ、２ｂは、小側板２ｃ、２ｄ間（内側）に存在するため、大側板２ａ、２ｂ
の幅寸法は、天板１の幅寸法より、概ね小側板２ｃ、２ｄの厚み（２枚の厚み）分だけ小
さい。
【００１４】
　側板２の裏面はリブ構造２１のように、見掛け上の厚みを有する強度の高いものである
。リブ構造２１は、薄板に縦リブ、横リブ、斜めリブ又は不定形状リブが組み合わされて
形成されたものであり、軽量化と高強度を実現することができる。リブとは、所定の高さ
及び長さを有する定形断面又は不定形断面の突起を言う。天板１の裏面はリブ構造である
ことが好ましい。側板２の裏面はリブ構造に限定されず、例えば所定厚みの板状物や一部
又は全部が中空の板材など強度を付与できるものであればよい。天板１のリブ構造は側板
２のリブ構造２１と同じであっても、異なっていてもよい。天板１及び側板２の見かけの
厚み（リブの高さを含む）は、１０ｍｍ～３０ｍｍが好ましく、１５～２５ｍｍが特に好
ましい。これにより、箱形状でありながら、商品陳列台としても十分の強度を有する。
【００１５】
　天板１の表面は、天板１の四辺端近傍やや内側に形成される縦リブと横リブからなる囲
み状リブ１１と、短手方向中央であって幅方向に延びる横溝形成兼用の横リブ１２とを備
える。このようなリブ構造により、天板１は商品が載置されると僅かに撓むものの、強度
は十分である。横リブ１２に形成される横溝１５ａは、例えば板状の仕切り板を設置する
ことができる。更に、天板１には、四辺の縁近傍であって、囲み状リブ１１の外側には、
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四辺に沿って延びる溝１６が形成されている。溝１６には、例えば板状の商品転落防止板
などを設置することができる。これにより、兼用折り畳み台１０を商品陳列台として使用
すれば、商品の陳列の演出を高めることができる。また、天板１の裏面の短手方向の中央
に、長手方向に延びる溝１７３が形成されている。溝１７３には、例えば板状物などを設
置することができる。これにより、兼用折り畳み台１０を収納箱として使用する際、異な
る種類の収納品を整理して収納できる。また、天板１の表面に現われる穴１４４は係合横
棒１５３（係合凸部）を金型成形する際に生じる凹部である。
【００１６】
　図６に示すように、天板１の長手方向における両側端１２、１２には、両側端１２、１
２から下方（図６では上方）に延びる所定高さ（ｈ１）の小側板取付部１４が形成され、
小側板取付部１４に小側板２ｃ、２ｄが取り付けられる。天板１の短手方向における両側
端１３、１３には、両側端１３、１３から下方に延びる所定高さ（ｈ２）の大側板取付部
１５が形成され、大側板取付部１５に大側板２ａ、２ｂが取り付けられる。すなわち、天
板１の四辺には、側板２を取り付けるための所定高さの取付部が形成されている。天板１
の四辺に所定高さの取付部を形成することで、天板１の厚みを薄くできると共に、側板２
を支持するに十分な強度を付与できる。また、大側板取付部１５の高さ（ｈ２）を小側板
取付部１４の高さ（ｈ１）より短くしているため、大側板２ａ、２ｂの上下方向における
天板からの取付高さを小側板２ｃ、２ｄの上下方向における同じ天板からの取付高さより
短くでき、大側板２ａ、２ｂの折り畳み後、大側板２ａ、２ｂに重ねて小側板２ｃ、２ｄ
を折り畳むことができる。大側板取付部１５の高さ（ｈ２）と小側板取付部１４の高さ（
ｈ１）との高さの差は、概ね側板２の見かけの厚み分である。
【００１７】
　大側板取付部１５は、長手方向に延びる略側板の見かけの厚み分離間して対峙する一対
の長尺状の薄板１５１、１５１と、一対の薄板１５１、１５１間に差し渡され両者を連結
する多数の壁リブ１５２とからなる。これにより、軽量化でありながら、強度が高まる。
また、長手方向の２～５箇所に隣接する一対の壁リブ１５２間に大側板２ａ、２ｂの係合
凹部が係合する係合横棒１５３（係合凸部）が形成されている。係合横棒１５３は長手方
向に延びるものである。
【００１８】
　小側板取付部１４は、長手方向に延びる略側板の見かけの厚み分離間して対峙する一対
の長尺状の薄板１４１、１４１と、一対の薄板１４１、１４１間に差し渡され両者を連結
する多数の壁リブ１４２とからなる。これにより、軽量化でありながら、強度が高まる。
また、長手方向の１～４箇所に隣接する一対の壁リブ１４２間に小側板２ｃ、２ｄの係合
凹部が係合する係合横棒１４３（係合凸部）が形成されている。係合横棒１４３は長手方
向に延びるものである。一対の薄板１４１、１４１の高さは一対の薄板１５１、１５１よ
り高い。また、係合横棒１４３（係合凸部）は係合横棒１５３（係合凸部）の設置個数よ
り少なくてよい。天板１、小側板取付部１４及び大側板取付部１５は、金型成形により一
体成形される。
【００１９】
　大側板２ａ、２ｂの下方縁部（図６では上方縁部）はリブ構造であり、長手方向に延び
る所定の厚み分離間して対峙する一対の長尺状の薄板２１５、２１５と、一対の薄板２１
５、２１５間に差し渡され両者を連結する多数の壁リブ２１６とからなる。これにより、
軽量化を図りつつ大側板２ａ、２ｂの強度が高まる。大側板２ａ、２ｂの上方縁部（図６
では下方縁部）は、幅方向に所定のピッチで係合横棒１５３（係合凸部）に嵌るフック形
状の係合凹部２１７が４つ形成されている。係合横棒１５３とフック形状の係合凹部２１
７が嵌ることで、天板１に対して大側板２ａ、２ｂは、回動自在となる。なお、天板１に
おける一対の薄板１５１、１５１は、外側の薄板１５１の高さが、内側の薄板１５１の高
さより高く、且つ係合横棒１５３（係合凸部）の設置位置より下方（図６では上方）に延
びているため大側板２ａ、２ｂの外側への回動を規制している。また、折り畳みの際、大
側板２ａ、２ｂは天板１に略平行に重ねられる。このため、大側板２ａ、２ｂの回動範囲
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は０～９０度である。なお、大側板２ａ、２ｂの幅寸法（長手方向長さ）は、概ね対峙す
る小側板２ｃ、２ｄの内寸法長さである。
【００２０】
　小側板２ｃ、２ｄの下方縁部（図６では上方縁部）はリブ構造であり、長手方向に延び
る所定の厚み分離間して対峙する一対の長尺状の薄板２１１、２１１と、一対の薄板２１
１、２１１間に差し渡され両者を連結する多数の壁リブ２１２とからなる。これにより、
軽量化を図りつつ小側板２ｃ、２ｄの強度が高まる。小側板２ｃ、２ｄの上方縁部（図６
では下方縁部）は、幅方向に所定のピッチで係合横棒１４３（係合凸部）に嵌るフック形
状の係合凹部２１３が３つ形成されている。係合横棒１４３とフック形状の係合凹部２１
３が嵌ることで、天板１に対して小側板２ｃ、２ｄは、回動自在である。なお、天板１に
おける一対の薄板１４１、１４１は、外側の薄板１４１の高さが、内側の薄板１４１の高
さより高く、且つ係合横棒１４３（係合凸部）の設置位置より下方の延びているため、小
側板２ｃ、２ｄの外側への回動を規制している。また、折り畳みの際、小側板２ｃ、２ｄ
は折り畳まれた大側板２ａ、２ｂに略平行に重ねられる。このため、小側板２ｃ、２ｄの
回動範囲は０～９０度である。なお、小側板２ｃ、２ｄの幅寸法（長手方向長さ）は、天
板１の略奥行き寸法である。従って、小側板２ｃ、２ｄは大側板２ａ、２ｂより先に折り
畳むことはできない。小側板２ｃ、２ｄの長手方向の中央部には、把持用の貫通孔２１４
が形成されている。これにより、収納箱として使用する際、持ち運びが容易となる。大側
板２ａ、２ｂ及び小側板２ｃ、２ｄの表面に表われる上下２つの帯状の横溝は、兼用折り
畳み台１０を木箱のように見せる意匠であり、技術的意義はない。
【００２１】
　兼用折り畳み台１０において、小側板２ｃ、２ｄの裏面で且つ両側端近傍に第１係止部
３が、大側板２ａ、２ｂの端面で且つ第１係止部３に対応する位置に第２係止部４がそれ
ぞれ形成され、第１係止部３と第２係止部４が係止して小側板２ｃ、２ｄと大側板２ａ、
２ｂがロックされる。これにより、折り畳み姿勢の兼用折り畳み台１０を容易に組み付け
ることができ、また組み付け後の姿勢が安定する。
【００２２】
　第１係止部３は、第１係止部３を上方に付勢するバネ部３１と、バネ部３１の上方（図
８では下方）に位置し、面が内側上方に向く第１当接面３２と第１当接面３２の外側で且
つ第１当接面３２と連続する鉛直面３３で形成される突起部３２ａを有し、第２係止部４
は、面が外側下方に向く第２当接面４１と第２当接面４１の内側で且つ第２当接面４１と
連続する鉛直面４２で形成される突起部４ａを有する。なお、第１係止部３は、薄板状の
左右の壁部２２１、２２２と上下の壁部２２３、２２４間に僅かにバネ部３２のバネ力が
付勢するように設置されている（図８）。
【００２３】
　図４に示すように、小側板２ｃ、２ｄが天板１に対して起立状態にあり、ここから図８
に示すように、大側板２ｂを起す際、第２係止部４の突起部４ａが第１係止部３の突起部
３２ａに当たり、すなわち、第２当接面４１が第１当接面３２に当たり（図９（Ａ））、
バネ部３２のバネ力に抗して第１係止部３を下方（図９では上方）に押し下げ、第１係止
部３の突起部３２ａを乗り越えた後（図９（Ｂ））、バネ部３１のバネ力により第１係止
部３が押し上げられ、第１係止部３と第２係止部４が係止する。これにより、小側板２ｃ
、２ｄと大側板２ａ、２ｂがロックされ、組み付け後の姿勢が安定する。なお、図９はロ
ック方法の作用を判り易くするため、小側板２ｃ、２ｄ及び大側板２ａ、２ｂの輪郭を省
略した。
【００２４】
　なお、第１係止部３において、突起部３２ａよりも外側に規制突起３４が形成されてお
り、大側板２ａ、２ｂの９０度を超えた回動を規制している。これにより、大側板２ａ、
２ｂを起立させる際、単に勢いよく回動させるだけで、所定位置で停止とロックが自動的
に行われる。次いで、ロックを解除するには、第１係止部３や第２係止部４が形成される
面とは反対側の面に形成された突起３５を指先でバネ部３２のバネ力に抗して押し下げる
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（図９では押し上げる）（図１０参照）。これにより、図９（Ｃ）に示すような第１係止
部３と第２係止部４の係合が解除され、大側板２ａ、２ｂは内側に回動でき、折り畳まれ
る。
【００２５】
　次に、兼用折り畳み台１０の使用方法を説明する。兼用折り畳み台１０を商品陳列台と
して使用する場合、図１のような設置姿勢で使用することができる。また、天板１に形成
された溝１５ａ、１６に板状体を設置すれば、商品の仕切りや商品の転倒防止など、趣の
ある演出が可能となる。また、兼用折り畳み台１０の天板の四隅には、小さな凹部１７が
形成され、また、図２に示すように、側板２である脚部の下端の四隅の中、対角線上にあ
る一対は、凹部１７に嵌る小さな突起１８が、他の対角線上にある一対は、突起１８が嵌
る小さな凹部１７がそれぞれ形成されている。このため、兼用折り畳み台１０を積み重ね
れば、対角線上にある一対の突起１８が凹部１７に嵌るため、積み重ね姿勢が安定する。
【００２６】
　次に、兼用折り畳み台１０の他の使用方法を説明する。兼用折り畳み台１０を収納箱と
して使用する場合、図１の兼用折り畳み台１０を上下逆さにして、図２のような設置姿勢
とすればよい。また、天板１の裏面（図２では上面）に形成された溝１７３に板状体を設
置すれば、収納箱の中において、商品を区画できる。収納品が入った兼用折り畳み台１０
を移動するには、把持用の貫通孔２１４を手で把持して持ち上げ運搬等することができる
。
【００２７】
　次に、兼用折り畳み台１０の折り畳み方法を説明する。折り畳みは、図２の姿勢で行な
うことが操作が容易である点で好ましい。先ず、ロックを解除する。すなわち、第１係止
部３の突起３５を指先でバネ部３２のバネ力に抗して押し下げる（図２の姿勢では押し上
げる）。これにより、第１係止部３と第２係止部４の係合が解除され、大側板２ａ、２ｂ
は内側に回動でき、折り畳むことができる。そして、大側板２ａ、２ｂを内側に天板１に
平行となるようにして折り畳む（図３及び図４参照）。次いで、小側板２ｃ、ｄを内側に
倒し大側板２ａ、２ｂに平行となるように折り畳まれる（図５）。折り畳み状態において
、天板１、大側板２ａ、２ｂ及び小側板２ｃ、２ｄは互いにほとんど平行である。これに
より、折り畳み姿勢における積み重ねが可能となる。
【００２８】
　なお、図３に示す組立て姿勢の兼用折り畳み台１０は、商品陳列台として使用できる。
すなわち、天板１が底板となり、一対の大側板２ａ、２ｂのひとつを内側に折り畳み、折
り畳み側を前方開口とし、後方の大側板２ａと左右の小側板２ｃ、２ｄで囲み壁とし、折
り畳まれた大側板２ｂの表面と折り畳まれた大側板２ｂが及ばない天板裏面を商品載置面
として使用する。商品載置面は天板１面と折り畳まれた大側板２ｂであり段差を有するも
のの、野菜類等の陳列は十分である。また、前方を除く後方及び左右の３方向が大側板２
ａ、小側板ｃ、ｄで囲まれており、商品の転倒を防止できる。
【００２９】
　次に、兼用折り畳み台１０の他の使用方法について図１１を参照して説明する。図１１
は、図２のような箱姿勢の兼用折り畳み台１０の上に、図１の陳列台姿勢の兼用折り畳み
台１０を積み重ねたものである。この際、下段の兼用折り畳み台１０の四隅対角線上にあ
る一対の突起１８は、上段の兼用折り畳み台１０の突起１８に対応する凹部１７と係合す
るため、設置安定性が高まる。また、この兼用折り畳み台組み付け体２０によれば、商品
陳列台として使用できる他、２つ兼用折り畳み台１０で形成された内部空間を大きく採れ
、多数の商品や大寸法の商品等を収納することができる。
【００３０】
　兼用折り畳み台１０は、複数個を組み合わせ、大側板が前後位置となる姿勢において前
後２列または前後３列の階段状陳列台であって、前後２列の階段状陳列台における最上段
及び前後３列の階段状陳列台における２列目及び３列目の最上段は、収納箱兼用折り畳み
陳列台１０を逆さにして、天板１を底板としたものであり、一対の大側板のひとつを内側
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に折り畳み、折り畳み側を前方開口として使用することもできる。このような、兼用折り
畳み台組み付け体によれば、前後に連続する階段状陳列面を形成でき、長物商品の陳列に
好適なものとなる。以下、その具体例を図１２～図１４を参照して説明する。
【００３１】
　図１２は、図１の兼用折り畳み台１０を３個準備し、大側板２ａ、２ｂが前後位置とな
る姿勢において前方側に１台、後方側に２台積み重ねて階段状にするものであって、前方
側の１台は図２のように、兼用折り畳み台１０を逆さにして、天板１を底板としたもので
あり、後方側の下方は図１のような兼用折り畳み台１０の正姿勢物またはそれを上下逆さ
にした図２のような逆さ姿勢物であり、後方側の上方は図２のように兼用折り畳み台１０
を逆さにして、天板１を底板とし、一対の大側板のひとつ２ｂを内側に折り畳み、折り畳
み側を前方開口とし、後方の大側板２ａと左右の小側板２ｃ、２ｄで囲み壁とし、折り畳
まれた大側板２ｂの表面と折り畳まれた大側板２ｂが及ばない天板１裏面を商品載置面と
して使用するものである。このような兼用折り畳み台組み付け体３０によれば、階段状の
陳列面を形成でき、且つ前方の大側板２ｂは起立しているため、商品の前方転落防止板と
して使用できる。
【００３２】
　次に、兼用折り畳み台１０の他の使用方法について図１３を参照して説明する。図１３
において、図１２と同一構成要素には同一符号を付して、その説明を省略し、異なる点に
ついて主に説明する。すなわち、図１３において、図１２と異なる点は、前方の兼用折り
畳み台１０の大側板２ｂを内側に折り畳んだ点にある。このような兼用折り畳み台組み付
け体４０によれば、階段状の陳列面を形成でき、且つ前方は開口しているため、前方の載
置面を広く使用することができる。
【００３３】
　次に、兼用折り畳み台１０の他の使用方法について説明する。この兼用折り畳み台組み
付け体において、図１２の兼用折り畳み台組み付け体と異なる点は、前方及び後方それぞ
れが更に１段上がったものである。すなわち、前列２段、後列３段の階段状とした点であ
る。例えば、図１の兼用折り畳み台１０を５個準備し、大側板２ａ、２ｂが前後位置とな
る姿勢において前方側に２台、後方側に３台積み重ねて階段状にするものであって、前列
側の下方、後列側の２段目及び最下段は兼用折り畳み台１０の正姿勢物または逆姿勢物で
あり、後列側の２段目は最下段のものに積み重ねたものであり、前列側の２段目は兼用折
り畳み台１０を逆さにして、天板１を底板としたものであり、後列側の３段目は兼用折り
畳み台１０を逆さにして、天板１を底板とし、一対の大側板２ａ、２ｂのひとつを内側に
折り畳み、折り畳み側を前方開口とし、後方の大側板２ａ、２ｂと左右の小側板２ｃ、２
ｄで囲み壁とし、折り畳まれた大側板２ｂの表面と折り畳まれた大側板２ｂが及ばない天
板裏面を商品載置面として使用するものである。このような１段嵩上げのために使用され
る兼用折り畳み台１０は、図１のような正姿勢物であっても、図２のような逆姿勢物であ
ってもよい。このような兼用折り畳み台によれば、階段状の陳列面の全体を嵩上げできる
他は、兼用折り畳み台組み付け体３０と同様の作用効果を奏する。
【００３４】
　次に、兼用折り畳み台１０の他の使用方法について図１４を参照して説明する。図１４
において、図１３と同一構成要素には同一符号を付して、その説明を省略し、異なる点に
ついて主に説明する。すなわち、図１４において、図１３と異なる点は、図１３が前後２
段であるのに対して、前後３段の陳列面とした点にある。すなわち、図１４の兼用折り畳
み台組み付け体５０は、図１３の兼用折り畳み台組み付け体４０の前方及び後方それぞれ
が更に１段上がったものであり、更にその前方の前に図２のような逆姿勢物の兼用折り畳
み台を置いたものである。なお、このような１段嵩上げのために使用される兼用折り畳み
台１０は、図１のような正姿勢物であっても、図２のような逆姿勢物であってもよい。こ
のような兼用折り畳み台組み付け体５０によれば、趣のある３段の階段状の陳列面を形成
することができる。なお、図１４の兼用折り畳み台組み付け体５０において、最前列の兼
用折り畳み台１０の大側板２ｂは、内側に折り畳んで使用してもよい。
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【産業上の利用可能性】
【００３５】
　本発明によれば、スーパーや量販店等で商品の収納箱として、また商品の陳列台として
も使用できるため、陳列の模様替えの際、追加の陳列台等を作製する必要がなく、模様替
えコストを低減できる。また、折り畳み自在であり、運搬に都合がよい。
【符号の説明】
【００３６】
　　１　　天板
　　２　　側板
　　２ａ、２ｂ　大側板
　　２ｃ、２ｄ　小側板
　　３ａ　ロック手段
　　３　　第１係止部
　　４　　第２係止部
　１０　　収納箱兼用折り畳み商品陳列台
　２０～５０　　収納箱兼用折り畳み商品陳列台組み付け体
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